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第
八
条

効
力
発
生

１

各
署
名
国
政
府
は
、
こ
の
議
定
書
の
効
力
発
生
に
必
要
な
そ
れ
ぞ
れ
の
国
内
手
続
が
完
了
し
た
旨
を
書
面
に
よ
り

他
の
署
名
国
政
府
に
通
告
す
る
。
こ
の
議
定
書
は
、
日
本
国
政
府
及
び
少
な
く
と
も
一
の
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
構
成
国
の
政

府
が
そ
の
通
告
を
行
っ
た
日
の
属
す
る
月
の
後
二
番
目
の
月
の
初
日
に
、
そ
れ
ら
の
通
告
の
う
ち
最
後
の
も
の
が
行

わ
れ
た
日
ま
で
に
自
ら
の
政
府
が
そ
の
よ
う
な
通
告
を
行
っ
た
署
名
国
の
間
で
、
効
力
を
生
ず
る
。

２

日
本
国
政
府
及
び
少
な
く
と
も
一
の
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
構
成
国
の
政
府
が
１
の
規
定
に
従
っ
て
通
告
を
行
っ
た
日
の
後

に
、
１
の
規
定
に
従
っ
て
通
告
を
行
う
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
構
成
国
に
つ
い
て
は
、
こ
の
議
定
書
は
、
当
該
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
構

成
国
が
当
該
通
告
を
行
っ
た
日
の
属
す
る
月
の
後
二
番
目
の
月
の
初
日
に
効
力
を
生
ず
る
。

３

２
に
規
定
す
る
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
構
成
国
は
、
こ
の
議
定
書
が
自
国
に
つ
い
て
効
力
を
生
ず
る
時
ま
で
に
Ａ
Ｊ
Ｃ
Ｅ
Ｐ

協
定
第
七
十
七
条
５
の
規
定
に
従
っ
て
合
同
委
員
会
に
よ
っ
て
採
択
さ
れ
、
効
力
を
生
ず
る
改
正
に
よ
り
拘
束
さ
れ

る
。
こ
の
３
の
規
定
は
、
こ
の
議
定
書
の
効
力
が
生
じ
た
Ａ
Ｊ
Ｃ
Ｅ
Ｐ
協
定
の
締
約
国
が
、
こ
の
議
定
書
が
当
該
Ａ

Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
構
成
国
に
つ
い
て
効
力
を
生
ず
る
日
の
前
に
当
該
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
構
成
国
に
つ
い
て
当
該
改
正
を
適
用
す
る

こ
と
を
妨
げ
る
も
の
で
は
な
い
。

４

こ
の
議
定
書
は
、
Ａ
Ｊ
Ｃ
Ｅ
Ｐ
協
定
が
有
効
で
あ
る
限
り
効
力
を
有
す
る
。

以
上
の
証
拠
と
し
て
、
下
名
は
、
各
自
の
政
府
か
ら
正
当
に
委
任
を
受
け
て
こ
の
議
定
書
に
署
名
し
た
。

英
語
に
よ
り
本
書
二
通
を
作
成
し
、
二
千
十
九
年
二
月
二
十
七
日
に
東
京
で
、
二
千
十
九
年
三
月
二
日
に
カ
ン
ボ
ジ

ア
の
シ
ェ
ム
リ
ア
ッ
プ
で
、
及
び
二
千
十
九
年
四
月
二
十
四
日
に
ハ
ノ
イ
で
署
名
し
た
。

日
本
国
政
府
の
た
め
に

河
野
太
郎

ブ
ル
ネ
イ
・
ダ
ル
サ
ラ
ー
ム
国
政
府
の
た
め
に

ア
ミ
ン

カ
ン
ボ
ジ
ア
王
国
政
府
の
た
め
に

ソ
ラ
サ
ッ
ク

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
共
和
国
政
府
の
た
め
に

エ
ン
ガ
ル

ラ
オ
ス
人
民
民
主
共
和
国
政
府
の
た
め
に

Ｋ
・
Ｐ

マ
レ
ー
シ
ア
政
府
の
た
め
に

ダ
レ
ル

ミ
ャ
ン
マ
ー
連
邦
共
和
国
政
府
の
た
め
に

タ
ウ
ン
・
ト
ゥ
ン

フ
ィ
リ
ピ
ン
共
和
国
政
府
の
た
め
に

Ｒ
ｍ
Ｌ

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
共
和
国
政
府
の
た
め
に

Ｃ
Ｓ

タ
イ
王
国
政
府
の
た
め
に

チ
ュ
テ
ィ
マ
・
ブ
ン
ヤ
プ
ラ
パ
サ
ラ

ベ
ト
ナ
ム
社
会
主
義
共
和
国
政
府
の
た
め
に

ト
ゥ
ア
ン
・
ア
イ
ン

付
録
一

目
次

前
文

第
一
章

総
則

第
一
条

一
般
的
定
義

第
二
条

原
則

第
三
条

目
的

第
四
条

透
明
性

第
五
条

秘
密
性

第
六
条

租
税

第
七
条

一
般
的
例
外

第
八
条

安
全
保
障
の
た
め
の
例
外

第
九
条

非
政
府
機
関

第
十
条

他
の
協
定
と
の
関
係

第
十
一
条

合
同
委
員
会

第
十
二
条

全
締
約
国
間
の
連
絡

第
二
章

物
品
の
貿
易

第
十
三
条

定
義

第
十
四
条

物
品
の
分
類

第
十
五
条

内
国
の
課
税
及
び
規
則
に
関
す
る
内
国
民
待
遇

第
十
六
条

関
税
の
撤
廃
又
は
引
下
げ

第
十
七
条

関
税
上
の
評
価

第
十
八
条

非
関
税
措
置

第
十
九
条

譲
許
の
修
正

第
二
十
条

セ
ー
フ
ガ
ー
ド
措
置

第
二
十
一
条

国
際
収
支
の
擁
護
の
た
め
の
措
置

第
二
十
二
条

税
関
手
続

第
三
章

原
産
地
規
則

第
二
十
三
条

定
義

第
二
十
四
条

原
産
品

第
二
十
五
条

完
全
に
得
ら
れ
、
又
は
生
産
さ
れ
る
産
品

第
二
十
六
条

完
全
に
は
得
ら
れ
ず
、
又
は
生
産
さ
れ
な
い
産
品

第
二
十
七
条

域
内
原
産
割
合
の
算
定

第
二
十
八
条

僅
少
の
非
原
産
材
料

第
二
十
九
条

累
積

第
三
十
条

原
産
資
格
を
与
え
る
こ
と
と
な
ら
な
い
作
業

第
三
十
一
条

直
接
積
送

第
三
十
二
条

こ
ん
包
材
料
及
び
こ
ん
包
容
器

第
三
十
三
条

附
属
品
、
予
備
部
品
、
工
具
及
び
解
説
資
料
そ
の
他
の
資
料

第
三
十
四
条

間
接
材
料

第
三
十
五
条

同
一
の
又
は
交
換
可
能
な
材
料

第
三
十
六
条

運
用
上
の
証
明
手
続

第
三
十
七
条

原
産
地
規
則
に
関
す
る
小
委
員
会
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